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『国際生産』における新カルチュアの
創出と生産技術 (1) (2) 
藤田彰久
日本企業が海外に生産拠点を持つとき；現地事業所にどのようなカルチュ
アをどのように創り出すかが『国際生産』成功の主要条件となる。＜円高＞
等の大きな条件変化を受けた日系企業の実態を，新カルチュア創出の構造に
ついて要因系統的に考察した結果，一つの結論として，他の要因が例外的水.......................... 
準にない限り「国際生産における新カルチュアの創出は，現地生産技術の水.......... 
準によって規定される」ことが分かった。＜問題解決型カルチュア〉が期待
されるカルチュアの核となるからである。この結論は，いわゆる企業文化は
生産技術とも関係づけて理解されなければならないことを意味している。
1. はじめに
(1) 『国際生産』 (GlobalProduction)について
筆者は1986年4月から 1年間，カリフォルニア大学バークレイ校に滞在
し，その間，北米3ケ国および欧州7ケ国，各地域の日系企業・地元企業な
ど約80の事業所等を訪問し実態調査を行った。（ほぼ隔週のスクンフォード大
(3) 
学国際戦略研究所「北東アジアーUSフォーラム」にも参加した。）
当初，日本国内，外国の日系企業および地元企業の生産／経営方式の比較
を広範に実施したい考えであったが， 1985年9月の「円高」に伴う混乱で，
書式による調査が事実上不可能となったため，直接訪問してヒャリング／視
察する方法をとらざるを得なかった。しかし，そのためにかえって模索や対
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応の実態と変容の方向性を具体的に把握・考察することができた。
生産／経営方式の比較考察を通して，国際時代の経営的生産の特質と課題
を明らかにしようとすれば必然的に多くの分野・用語が関連してくる。例え
ば，海外生産・現地生産，多国籍化，合弁・買収，国際分業，技術移転，研
究開発交流，国際コンサルティング，情報ネットワーク，国際調達，物流ネ
ットワーク，現地化，人的資源，蔑用・労使関係，企業文化・異文化，地域
関係，組織諸関係， リスク・マネジメント，生産／経営戦略などである。
実態を知れば知るほど，大きな状況変化の中でそれらを個別に理解しよう
とすることが，問題解決の点ではほとんど無意味であることが分かる。硯地
日系企業の幹部が，いままで経験したことのない事態に懸命に取り組んでい
る諸課題は，いずれも複合的しかも異なったレペルで複雑に絡み合っている
ものであった。そのような課題あるいはそれらへの対応の理念・方法につい
て研究するためには，さらにより本質的には日本企業，外国企業を問わず，
グローバルな生産オペレイション（物財／サービスの世界的視点からの多拠
点生産）について総合的に研究する上からも，新しい概念と用語が必要であ
ると考え，『国際生産』 (GlobalProduction)と呼ぴ，用いてきた。根底に
は，国際時代の生産／経営はいかに在るべきか，•あるいはより良き国際生産
のために何が為されなければならないかという問題意識がある。
(2) 『国際生産』成功の主要条件
筆者は，市場と製品の上に，『国際生産』を成功に導く主要条件として，
(1) 「経営限界」の解決 〔エントリーの条件〕
(2) 新カルチュアの創出 〔定着・成長の条件〕
(3) プロセス，管理，製品の革新・個性的高度化［発展・競争優位の条件〕
(4) 
の三者を挙げすでに説明してきた。
本稿では，特に日本企業の海外生産の場合を中心に，これら主要三条件の
一つである「新カルチュアの創出」を扱うことにするが，「経営限界」の解
決とも関連があるので次項に略述する。また「プロセス，管理，製品の革新
68(588) 第 34巻第 4 号
・高度化」も「新カルチュア創出」と原因・結果の双方において関係があり
特に日本的経営のアイデンティティである＜積み重ね的革新〉は両者の相促
的関係の鍵となるので，これも事例等に関連して触れることにする。
なお，ここで，企業レベルでは「製品，プロセス，管理」とする通常の順
序を「プロセス，管理，製品」としたのは，本稿の対象とする日本企業の海
外生産事業所レペルでの安定生産／生産性を意識してのことである。
ところで，国際生産における「成功」とは何かということであるが，狭く
解釈すれば，主要三条件のうち，前二者を満たせば一応の成功ということが
できるかもしれない。つまり，事前ないしは操業初期の諸問題（「経営限界」）
を解決し，好ましいカルチュアを創出することができれば，一応，その地域
に受容されたことになり，当面の目標である「安定生産」を続けることがで
きるからである。しかし，筆者はやはり「一応の成功」を越えてさらに革新
•高度化を展開し，その過程で一層確かなカルチュアが形成され，地域との
融合も進み，競争優位の条件が備わることをもって国際生産の「真の成功」
と考えたい。ハイプリッド型で良質の，新しいカルチュアの形成こそ発展を
約束するものだからである。今まで東南アジアを中心にしばしば見られたよ
うな，単にコスト対策だけで次々と拠点を移すのでは，ェコノミック・アニ
マルのそしりをさらに増幅させかねないし，長期的経営成果の観点からも避
けなければならない。その地域への貢献に発する国際的評価が得られ，同時
に長期的経営成果が得られる（予定される）ところに本質的な国際生産成功
があると考える。
(8) 「経営限界について」
生産拠点を海外に持ち持とうとするとき，当方の期待水準と先方（企業，
国，地域等）の（期待）水準との間のギャップ，あるいは当方の意識にない
（認識の低い）要因と先方の諸事情との間の乖離が問題となり，しばしば予
期せぬトラプルや計画中止を招くことがある。それら諸問題への対応におい
て遭遇する努力の限界を「経営限界」，その要因を「経営限界要因」，その水
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準を「経営限界水準」と呼ぶ。経営限界は「飽和型」と「帰無型」に分ける
(5) 
ことができる。
以下，主な経営限界要因を列挙し，内容の一端をキーワードで示す。
(1) 政治・政策要因：政策変更への脆弱性。国防，宗教，階級への鈍感等
(2) 立地・操業条件：先発工業地域VS新規／地方。新規VS継承(M&A)等
(3) 原材料・部品，市場（地域）特性：質・量・納期についての意識落差等
(4) プロセス技術：品質精度，設備問題への対応。臨機の技術者投入力等
(5) 管理技術・周辺技術： IE・ QC・保全機能との作業職能複合化問題等
(6) コミュニケイション，人材ミックス：異文化，硯地人幹部，出向者等
(7) 社会的要因：定着性，シニオリティ，労組，インフレ，地域社会性等
(8) 本国「本社」関係：情報化と分権化，適材層， 24時間体制，子女教育等
2. 新カルチュア創出の構造的水準についての要因系統的評価
ここでは「カルチュア」の属性や分類についての細密な論議は避け， 日系
企業の海外生産事業所に共通する初期目標である「生産の安定」への努力を
通じて導かれるオペレイショナル・レベルでの「行動と思考のベクトル的整
合性」つまり，オペレイションにおけるいわゆる「ベクトル合わせ」の程度
(6) 
を判断の基礎においた。
その上で，オペレイションの有効性に貢献する＜ハイプリッド型カルチュ
ア〉の創出程度およびより本質的なく問題解決型カルチュア〉の創出程度を
考察して成否水準を評価することにした。もちろん，前述した『国際生産』
成功の理念を前提としての評価である。
日系事業所の中でも製造業，その中でも特に集合・組立型の工場では， 日
本的生産／経営方式をできるだけ移植したい気持ちが強く，出向者の努力は
総じてその方向に傾注されていた。従って，現地カルチュアに百パーセント
委ねてよいとする考え方は全くなかったが，しかし同時に，多人数の協働を
必要とする製造事業所で， 日本的方式を性急に押しつけようとする愚，ある
いは教示の姿勢への抵抗の強さ等についてはかなり承知されていて，その地
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域のカルチュアや従業員の意識（の好ましい点）を尊重しながらくハイブリ
ッド型カルチュア〉を早く創り出そうとする姿勢が顕著であった。
特に，出向スクッフの人数・役割への配慮や現地人幹部等への事前教育が
十分である場合には，極く早い段階からく問題解決型カルチュア〉の芽生え
が隠められ，その後，次第に形成される全カルチュアの基盤となっていた。
以上のような背景および視点から，事例を集約的にみた場合，新カルチュ
ア創出の成否に直接・間接かかわる要因を系統別にグループ化すると，凡そ
次のようになる。主要な要因を，キーワードの形で例示するが，それらはま
たチェック・ボイントとしての意味を持つ。なお，要因系の分析という接近
(7) 
方法をとったのはエンジニアリング・アプローチに則ったからである。
[I] 〔事業計画） 要因群：
立地選定（地域特性等），情報収集，シナリオ，評価，交渉，意思決定
[Il] 〔経営基本〕 要因群：
理念・方針，組織構造・人事，歴史，技術，製品，市場，情報，機動性
[Irr] 〔現地環境・変化） 要因群：
政治／経済／社会／市場／技術等の地域事情，その変化と影響程度（士）
[NJ 〔現地組織〕 要因群：
分権性，環境適応力，組織展開力，融合力，演出力，渉外力，地域貢献
[VJ 〔出向者） 要因群：
リーダーシップ，仕事／異文化理解／意志疎通／演出／問題解決の力量
[VI] 〔硯地人材〕 要因群：
トップ問題，人事部長・工場長等の資質，従業員のモラール，労働慣行
[VII] 〔現地生産技術） 要因群：
技術準備・導入力，応用力，問題解決力，内外指導力，渉外力，機動力
(8) 
（「生産技術」は広義に解釈し，管理技術の一部を含めて考える）
ここに示した群（要因系別グループ）の区分は絶対的なものではない。手
段の目的化を極力避けるという意味で，問題となる各群間の「重み付け」手
続きを省略するため，「特性要因図」の概念と手順を準用したグルーピング
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である。個別の事例では特定の要因が大きく作用しているケースもあるが，
総じて今回の目的から見てバランスを実感できる区分とした。
また，要因の特定と区分に際しては，新カルチュアの創出において「順調
なケース」「問題のあるケース」「失敗のケース」の典型例についてそれぞれ
「ベクトル合わせ」「ハイプリッド型カルチュア」「問題解決型カルチュア」
の程度と要因の関係を特性要因図的に吟味しつつ，現象（新カルチュア創出
の程度）と要因系つまり「構造」の水準との整合性が得られるよう調整しつ
っ，カルチュア創出の程度が高い場合は構造水準が高く，カルチュア創出程
度が低い場合は構造水準が低くなることを確認しながら作業を進めた。次
に，その枠組みに則って，各事例を，前述の三つのケース層を「構造的水準
の高いケース」「構造に問題のあるグース」「構造に欠陥のあるケース」の 3
層に読み替えながら確認し，それぞれ要因群ごとに評価した。
その結果を評点合計順に並べ，上・中位層をそれぞれさらに二分し，（1）順
調なケース，（2）概ね順調なケース，（3）やや問題のあるケース，（4）かなり問題
のあるケース，（5）失敗のケース，の五層に分けたのが［表1)である。評価
は［A （非常に良い）く3〉, B （良い）く2>,C （普通） ＜1), D （悪い）＜〇＞，
E （非常に悪い）＜ー 1〉)の五段階とした。
各要因群についての評価は，例示した要因等のチェック・ボイントについ
て，診断（審査）要領等に依拠しながら，専門的知見に基づき，観察（測）
(9) 
及ぴ資料の検討・質疑などを通じ総合的に行った。
例えば，モラール（パーフォーマンス・レベル）について言えば，オベレ
ータの場合は，作業ペース，姿勢， リズム感を中心に，作業のトランジショ
ン， 連係， 臨機対応， パーフォーマンスの整合性， コミュニケイション，
職場環境等の水準によって評価し，スタッフやマネージャーの場合は主とし
てヒャリングと観察によった。
以上によって，訪問事業所中の日系生産事業所主要30事例を各要因群ごと
に評価した結果とその評点合計及び層別を示したのが表1である。
表1を概観すると，「順調なケース」には，〔硯地組織〕〔出向者） ［現地生
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表1 新カルチュア創出の構造的水準に関する要因群別評価
要因群 ⇒(I) C]I〕 〔皿〕 〔NJ （V〕 [VIJ 〔Vil〕評点合計
(1) 順調なケース
HO社〔見事な一体感〕-
NS社 C家族融合，向上心〕
MS社〔就業体制変更〕
ST社 CQCサークル活動〕
PB社c異文化対応，生技J
PC社〔硯地人社長好例〕
FH社〔現地人工場長好例〕
(2) 概ね順調なケース
MR社〔生技，地城腋合〕
SM社 Cオープン・ドア〕
MH社 C落ち着き。親和〕
TB社 CマーケティングJ
UN社 C可能性，地域事情J
PM社〔帰属感，生技J
SW社〔問題解決•生技J
EP社 C個性的雰囲気〕
(3) やや問題のあるケース
PP社〔技術信頼感個人化〕
KS社〔高度技術化背反性J
NR社〔硯地人工場長J
o.s社〔立地／市場，生技J
HI社 C開発型・専門職J
AN社 C現地人トップJ
BO社〔生技・人材〕
(4) かなり問題のあるケース
TI 社〔問題解決•生技J
HF社〔人材•本社J
TJ社 Cオフィス／現場差J
ss社〔生技・人材J
MC社 C継承，組織生技J
NM社〔材料市場，生技〕
(5) 失敗のケース
MM社 C硯地人トップ〕
MN社〔政策変更，労働者J
?? ?? ?? ??
????????????????????
??
??
???????????????????????
????????????????????????
????????????????????
??
???
?
?
??
C C 
B/D B 
C D/B 
C C 
B D 
C D 
D/B 
D 
(21) 
(20) 
(20) 
(20) 
(18) 
(18) 
(18) 
(17) 
(17) 
(16) 
(16) 
(16) 
(15) 
(15) 
(15) 
(14) 
(14) 
(14) 
(13) 
(13) 
(12) 
(12) 
??
(11) 
(10) 
(10) 
(9) 
(8) 
(8) 
(5) 
(4) 
（家族融合：家族との融合，生技：生産技術，地域融合：地域との融合，
／ ：オフィスまたは上位層／硯場または下位層）
「国際生産」における新カルチュアの創出と生産技術（藤田） （593)73 
産技術〕〔硯地人材Jの各要因群の評価の高いものが多く，一方，「かなり問
題のあるケース」及び「失敗のケース」では〔現地生産技術JC現地人材J
の各要因群の低い評価が多くなり，失敗のケースではそれらの傾向に加えて
〔事業計画J〔現地礫境・変化Jの両要因群の決定的な劣位評価が目立ち，
負の相乗効果を示唆している。
3. 評価結果の解析
表1に示した「新力）レチュア創出の構造的水準に関する要因群別評価」結
果を，「順調なケース」など五つのケースをそれぞれ一つずつの〔層Jとし
て扱い，それぞれの層のプロフィルを求めると図 1のようになる。
次に，各層ごとの要因群間の開係の中で，成否の傾向に連動して最も特徴
的な，第I要因群と第珊及び第VI要因群の関係を図2に示す。
図1により，表1に示した評価結果から看取される「順調なケース」から
「失敗のケース」に至るパターンの変化が明確になる。
「やや順調なケース」は「順調なケース」とほぼ同様の，バラッキの少な
いパターンを示しながら下方移動している（グラフでは左方であるが，評価
の低い方への意）。「やや問題のあるケース」では，現地関連の四要因群の下
降が，やや乱れとバラッキを伴ってみられながらも，一応，上位二層に追随
しているのに対し，「かなり問題のあるケース」では第IC事業計画J要因
群と第珊〔現地生産技術J要因群，それに連動する形で第VI〔硯地人材J要
因群の落ち込みを伴う下方移動がみられる。さらに「失敗のケース」に至る
と極端なバラッキと落ち込みが認められるが，この中で非常に例外的な第m
〔現地環境・変化J要因群（計画段階で予測困難であった〔国策の大幅変更J)
を除いてみてみると，第I，第珊，及び連動する形での第VI要因群の大きな
落ち込みが極めて特徴的である。概括すると上位三層と下位二層の間に明ら
かなパクーン上の相遮のあることが分かる。
図2は，図1のパターン変化の特徴をさらに鮮明にするため，層の移行に
伴って最も特徴的な変化を示す第I要因群と第vn及び第VI要因群の関係をク
74(594) 第 34巻第 4 号
図1 各ケース層のプロフィル（各群ごとの百分比による）
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園2 各眉ごとの要因群閻の闘係
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ローズアップしたものである。ただし，前述の理由から第I要因群は除いて
ある。
まず，各層ごとにそれぞれの関係を分析し，次に各層の代表値を求めプロ
ットしてみると，層の移行に伴う〔第3象限への落ち込み］現象が明らかに
なる。この現象は他の諸要因群間の関係には全く見られないものである。
これらのことから，一つの仮説として，一般に「国際生産における新カル
チュアの創出は，く事業計画＞とく硯地生産技術一硯地人材＞の水準によって
基本的に規定される」ということが出来る。硯地人材を組み込んだ形での生
産技術の展開によって形成される＜問題解決型カルチュア〉は全カルチュア
の確固たる基盤となるとの感触が得られた。
4. 事例の吟味による仮説の検討
ここでは，前節に提起した仮説にかかわる各要因群について，事例の内容
に照らして吟味することにする。
(1) 〔事業計画〕要因群について
まず，各事例の事業計画要因群について表1から考察してみると，「失敗
のケース」層の MM社と MN社及ぴ「かなり問題のあるケース」層の末尾
2社， MC社と NM社の計4社の評価がこれら二つの層のプロフィルの事業
計画ボイントを下げていることが分かる。 4社の内容のその部分を見ること
にする。
MN社の進出は20年以上前，まだカントリー・リスクが喧伝される前のこ
とである。中進国Mとの友好関係が背景にあった。問題は当該地域自治休の
極端な労働者保譲政策にある。当時，情報は少なくかつ粗雑であったからや
むを得ないかもしれないが，例えば，昼食費用を「労使折半」で負担するこ
とで合意していたものが， インフレの進行から労働者を守るため（労働者の
責任ではないとして）そのままに据え置かれ， 1対100を越える現状になっ
ている。また，「シニオリティ」が職種や技能を超越して優先し，生産技術
の確立等，体質改善の組織的展開を根本的に妨げている。そのほか，石油シ
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ョック後の予期せざる生産規制（これは簡単には説明できないが，政治を動
かせない日系企業だけがしわ寄せを受けた可能性がある）など，幾つかの，
構造的とも言える問題を抱えており， もし，格段に情報の多い現時点での計
画であれば間遮いなく中止されたケースであろう。事実，同社の同国内での
その後の工場計画は別地域が対象となっている。
MM社はM国政府の要請を受けて工場進出したが，国策変更による，プロ
ジェクトの突然の中断（延期）に苦慮していた。そのことが計画時点に港在
していた問題を顕在化させる作用をした嫌いがある。現地人社長制の採用や
立地選定の不備等である。前者についていえば，例えば，緊急対策を立案し
ようと思っても本国の全社的知識がなく，本社との意志疎通や事態の理解が
できないなどの鮒輌が生じ，後者では，例えば，女子作業者の質は一応期待
どおりであったが，その地域の男 1対女2という人口比率の意味が分かった
のは後のこと，そのような背景で他地区より一層，気位が高く移り気な男性
の特質が表面化した。また，輸送事清も，例えば距離よりも，運転技術やトラ
ックの品質， メインテナンス技術などの原因から頻発する故障時の対応（時
間，危険など）が問題であることも操業後に初めて分かったことである。計
画時のアセスメントに難があったということになる。
NM社は比較的新しい成長製品を扱っているが，生産性の低さを高付加価
値製品でカバーしている傾向がある。例えば， ビスは頭のないものが10％前
後も混入している，銅線は配線作業中に折れる，基板は見本と遣う等々，細
密な部材の調達に関する事前調査はやや杜撰であったといわねばならない。
MC社は休止工場の買収というケースである。事前に分からなかった配線
配管図の欠落問題やそれをカバーするため特採した技術者の非公式権限の増
長など，派生した組織問題が操業後尾を引いた。近隣に工場が無い地域での
「田舎」的退嬰性や上位労組の千渉も問題解決型カルチュアの形成を阻害す
る要因となっていた。著名企業の工場であったことに隠れていたとはいえ，
やはり事前評価が甘かったケースである。
以上，事業計画要因群の評価がD,Eを示した 4社の内容をみた結果，ぃ
78(598) 第 34 巻第 4 号
ずれもかなり例外的であることが分かる。 MN社と MM社の例は今後，そ
の国へ進出する企業ではまず考えられないケースであり，また， NM社の問
題は他地域の量産型日系企業ではすでに大部分解決されている問題で，生産
技術スクッフの弱休から積み残されている性質のものである。さらにMC社
の例は，その後，情報が大幅に増加している状況の中で，これも今後は起こ
りにくいケースであるといえる。
(2) 〔現地生産技術〕要因群について
次に，硯地生産技術要因群についてみると，「失敗のケース」層の 2社と
「かなり問題のあるケース」層のNM社， SS社及び TI社の 3社，計5社
が二つの層のプロフィルの硯地生産技術要因群のボイントを下げていること
が分かる。 5社の事例についてその部分を見ることにする。
MN社は前項に触れたようにシニオリティ問題などの労働事情が障害とな
って，生産技術もその組織的展開は遅々たる状況であった。例えば，最も技
術／技能を必要とする職種である保全工に初めて，十年を越える交渉の末，
シニオリティの先頭者にテストを義務付けられるようになったのは筆者が訪
問する直前のことであった。他の職種では従来通り，従って，別の作業に移
って仕事を始めてから技能上の問題のあることが分かることが多く，その度
に監督者やスクッフが振り回される，という状況であるから，全般的な水準
を上げることは並み大抵ではない。採用時・移動時に本人の言う「出来る」
という答えは当てにならないのである。このような状況は，地域や業種の影
響もあるが操業当初の取り決め／対応が重要である。この事例は立地選定問
題の背景の中で生産技術の展開も意のままにならなかった特異例である。し
かし出向スタッフが強化され，懸案のシニオリティ問題に突破口が開けたの
で，以後，生産技術の展開よにる体質改善が期待されるところである。
MM社は国策フ゜ロジェクトの中断という事態に伴って，急逮，操業水準を
下げ臨時仕事でしのぎつつ事業変更を模索中であった。それまでの生産技術
蓄積をできるだけ活かせるようにということであるが，つなぎ仕事あるいは
製品が変わることになれば生産技術水準は下がらざるを得ない。これも現地
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環境の急変にともなう例外的なケースである。明確な目標が定まらない状況
では士気が上がらないのも止むを得ない。
NM社は製品の性質からやや製品技術重点の傾向があり，反面，生産技術
スクッフが弱休であるため前項に述べたような状況が残されているもので，
，，、イテク関連の企業に時折見られる傾向ではあるが比較的単純なケースであ
る。生産技術水準が上がればカルチュア創出の点でも生産性の点でも，ひい
ては業績の点でもより良い状態が期待される。
SS社は製品企画やイメージに優れて成長した企業である。同業他社には
製品技術やマーケティングにも優れて，なお生産技術を重視している企業が
多いが， SS社の生産技術水準は全般的には必ずしも高くない。この事業所
は，組立て部門に加えて電気化学系の技術を必要とする素材型部品製造部門
（装置型）をもっているが，その部品が高額重要部品であるだけにスクッフ
の意識はその固有技術に傾斜している嫌いがあった。そういう傾向の中で，
例えば，ライン作業者にメインテナンス（調整）機能を持たそうとして失敗
し，損失の大きいトラブルが発生したのであるが，適性，訓練，ポカよけ，
指導等の面での生産技術的配慮が不十分であったことは否めない。総じて生
産技術水準はややバランスを欠いていた。ブランド・イメージの高さから求
人応募者は跡を絶たないが，生産技術水準が高く安定している同地域の同業
他社に比べ移動率は明らかに高かった。
TI社もこの事業所は電気化学的製品を扱っている。問題は製品の主たる
部分でないところに使われる素材及び加工設備についてである。ここでは主
たる部分に全く問題はないのであるが，それ以外のところで，もしメカトロ
ニクス系企業の生産技術スクッフであったらすでに解決したであろう類いの
問題に悩まされていた。鋼線の直径不同，ェンジニアリング・プラスティッ
クスの精度不良，高性能自動組立機の低稼働率等の問題であった。工業用鋼
線を例にとると，その直径が単に規格（仕様）外れであるだけでも日本では
問題となるのに，ひと束の中での直径変動という高度成長期以降の日本では
全く考えられない事態，言い換えれば，基礎工業カレペルの理解と素養・経
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験があれば容易に接近できる（要因系が単純で追跡しやすい）問題に取り組
めないという問題である。一言で言えば生産技術者の能力不足ということに
なってしまうが，この例の意味するところは， 日本でほとんど苦労せずに手
に入る部品・素材（因子・条件）を前提に（意識せずに／捨象して）高度の
問題（視座）にばかりとらわれていた生産技術者（専門家）が技術的社会的
異文化に当面し困惑している状況そのものを問い直さなければならないとい
う点にある。裾野の広い集合・組立型産業では今日でもなお応用力の蓄積を
残している企業が少なくなく，東南アジア等の経験も豊富であるが，そうで
ない業種・企業にとって，経験豊富かつ基礎的素養を持つ生産技術者の確保
・育成が基本課題であることを示唆するものである。 TI社の生産技術水準
がいま少し高かったならば上の層に位置することは間遮いない。
実は， TI社自身は以前からその業種的弱点に気が付いていて， それを補
うための強化努力をしてきたのであるが，業種的休質の慣性のためもあって
人数，経験，組織上の位置，他機能との交流などの点で，急激な円高に伴う
予期せざる変化への対応に十分なだけの人材を準備出来なかったこと，それ
に海外工場の立ち上がり期に対する臨時的支援体制についての恩識不足が加
わって本国からベテランを派遣出来なかったことが指摘される。この例ばか
りでなく「業種」の意味自体が国内とは遮うことを十分認識しなければなら
ない状況は少なくない。
以上，現地生産技術要因群の評価がDであった 5社の内容について確認し
た結果，「失敗のケース」の 2社は，それぞれ特殊な労働事情や国策プロジ
ェクトの中断といった例外的要因が生産技術水準を高められない，あるいは
水準を下げていることが分かった。「かなり問題のあるケース」の NM社は
高付加価値製品に隠れた単純な生産技術の弱休， SS社はブランド・イメー
ジと製品技術特性に傾斜した体質， TI社は業種特性の殻を破れなかったカ
量不足がそれぞれ低い生産技術水準の主たる理由であることが分かった。
(3) （現地人材〕要因群について
下位2層の中でプロフィルのボイントを下げている MN社， NM社， MC
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社の3社について内容を見てみる。
MN社はすでに触れたように現地人材，特に作業者レベルで構造的な問題
を抱えている。しかし個々の作業者の素質が全て悪いというわけではなく真
面目に職務を果たしている作業者もいるのである。地域自治体の政策からく
る労働者意識の安易な傾斜は確かに認められるが，それ以上に MN社の当
初事業計画の詰めの甘さが長く尾を引いていたと見るのが妥当である。強化
された日本人スタッフの努力により保全工へのテスト制導入が実現し，雰囲
気を作りうる情況ができつつあるので次第に改善されるであろう。
NM社は女子作業者が主体である。手先の器用さや明るさの点はいいとし
て，前述のとおり生産技術が弱休であるため，標準化など基本的な面が残さ
れておりカルチュア形成も今後の課題というところである。
MC社は前述のように買収した休止工場の操業再開準備段階で配線配管図
の欠落が分かり，旧担当技術者を捜して採用した。折りに触れ彼に確かめる
中には旧来の彼の職種を越える事柄も入ることがあり，次第に伸長する彼の
インフォーマル・オーソリティに悩まされる局面もあった。その地区は，近
隣に工場が無く，良くも悪くも田舎の特性を持っていた。純朴である反面変
化や進歩に対する消極的同調性は無視できない程である。例えば，作業ペー
スはほぽ水準にあり，モラールも決して低いわけではないが，スクッフがQ
C教育に力を入れ， もう十分と判断した時点で調査したところ「品質管理や
検査は，その仕事で給料もらってる連中（専門職）がやるべきだ。俺達がど
うしてそんなことをしなければいけないのか。」という予期せぬ答えが返っ
てきた。買収や地域特性の重みを思い知り，地道な日常の問題解決的行動へ
の組み込みに改めて力点がおかれることになった。
また，シニオリティ問題では，地区唯一のこの工場を標的にした上位労組
役員がしばしば介入し，新しい仕事に移って，やがて向かないと自覚して，
スクッフと元の職場に戻る話し合いが着いたところへ来て，彼を説得し「も
う一度やってみようと言っている，彼にチャンスを与える義務がある」と会
社側に迫る，それが一度では済まないという経過で数ヵ月にわたって不安定
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な状態が続く，といったケースがしばしば発生した。ほとんど全てに時間と
根気の要ることが分かって，その意味からも作業者が安定して従事できるよ
ぅ，ニーズや問題意識を引き出しながらそれを解決していく方向に重点が移
され，それにより移動の減少，シニオリティ問題への作業者の対応の変化な
ど，徐々に落ち着きが出て好ましいカルチュアにが期待されるようになっ
た。事業計画段階の不十分な詰めが，曲折を経て次第に解決されつつあり，
他地域の同社事業所を範とする，粘り強い生産技術の展開による体質改善が
緒についた例である。
以上，現地人材要因群の評価がDであった 3社についてそれぞれの内容を
見た。 MN社は事業計画段階の問題が尾を引く中で希望が見いだされ， NM 
社の生産技術水準が低位にあることからの積み残しはその強化による向上が
単純に期待され， MC社は計画段階の「著名な会社の工場」買収に隠れた諸
問題の解決に本格的に取り組みだして事後の体質改善が確実に期待される。
いずれも程度の差はあれ生産技術の，従業員を組み込んだ組織的展開によっ
て今回の評価が確実に上方移行するであろうことが推測される例である。
(4) 上位層に属する事例での確認
前項までに〔事業計画〕〔硯地生産技術JC現地人材〕の 3要因群につい
て，図1に示した各層のプロフィルにおいてポイントを下げている原因事例
を見てきた。すなわち， 3要因群のいずれかについて， EまたはDと評価さ
れた 6社であるが，いずれも「かなり問題のあるケース」及び「失敗のケー
ス」に属する事例であった。
本項では，「順調なケース」の全社と，続く二層に属する数社について 3
要因群を中心に特徴を確かめることにする。
HO社：操業に先立つ入念な生産技術訓練を通じてのカルチュア基盤の形
成，モデル・チェンジの機会を捉えての指導・演出がもたらした従業員の自
信と活気，それらに導かれた高度のハイプリッド問題解決型カルチュア。
NS社：ギルド圏での多能エ化の成功は価値観変革の成功を意味する。
MS社：トップ主導の時宜をえた演出をきっかけに，生産技術努力に裏打
「国際生産」における新カルチュアの創出と生産技術（藤田） （603)83 
ちされた高生産性志向のカルチュアが積み重ねられた。出勤率99%である。
ST社： QC志向の生産技術展開により＜問題解決型カルチュア〉が実った
典型例。 QCサークル大会の定着は北米で2例といわれ，その一つ。
PB社：硯地人材，特に一般従業員の質が優れているわけではないし，移
動率の高い地域であるが，分権的社風かつ機動的体質を背景に，ダイナミッ
クな生産技術展開，即ち一方では作業者に密着した問題解決，他方では部品
の内製化や自動化投資等の努力による安定生産が動機となって高い定着率と
明るい活動的カルチュアが出硯している。
PC社：提携関係を経て合併した旧現地企業の一部門。人望のある旧工場
長が社長に就任，伝統の基礎的生産技術に日本的生産方式を加えての高度生
産が実硯している。組立型製造業で珍しい現地人トップ成功例であり，賞品
抜きのユニークな QCサークル大会が定着している。（北米2例の一つ）
FH社：新しいハイテク製品事業所。製品の特殊性及び日本から中心設備
を持ち込んでの立ち上がり期で，生産技術はまだ製品技術との接点部分に集
中されているが，日本文化に深い理解を持つ適材を工場長に迎えて，出向者
とのコンビも絶妙で落ち着いたカルチュアの芽生えがみられ，今後の幅広い
生産技術展開により優れたハイプリッド型カルチュアの創出が期待される。
SM社：日本人社長の開発，営業，製造にわたる多面的経験とオープン・
ドア・システムによる明るい雰囲気。従来，開拓営業が主であった高付加価
値製品の試作的少量生産段階から，本格生産への移行準備中であった。
SW社：素材型製品を生産する装置型事業所。硯地大手企業から購入する
原材料の質に関する問題を努力を重ねて解決した。装置工業の性質上，生産
技術は設備管理と素材の管理に重点がおかれているが，硯地従業員（技術・
技能系主体）は日本人＇スクッフの基本問題解決への努力に触発されて，それ
ぞれ個性的に問題解決型行動を身につけ．全体として次元の高いハイプリッ
ド型カルチュアが形成されている。
PP社：いわゆる装置工業ではないが，高度に自動化された単系列型プロ
セスの事業所（合弁）。安定状態に入ってただ一人，長く残っている日本人
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出向者（高級技術者）に対する信頼感はほぼ絶対的である。静かなカルチュ
アはゆとりを感じさせる好ましいものであるが，それだけに却って，もし彼
がいなくなったならばという懸念を抱かせるものがあった。この懸念を除け
ば実質的にはより高い層の事業所である。
(5) 同一址域の事例についての比較
「順調なケース」の HO社と「やや問題のあるケース」の BO社，「順調
なケース」のMS社と「かなり問題のあるケース」の TI社，同じく ST社
とTJ社，「概ね順調なケース」の PM社と「かなり問題のあるケース」の
NM社はそれぞれ同一地域にある事業所である。
いま，それらを比較すると「現地人材」要因群と「硯地生産技術」要因群
について明らかな差異のあることが分かる。それぞれの組の内容を考察する
とほぼ共通の傾向と理由がある。それは，初めはほぼ類似のレベルにある現
地人材が，属する事業所の生産技術展開の態様によって次第にその水準に変
化を見せるということである。生産技術水準の高さは早い生産の安定をもた
らし，展開への現地人材の組み込みや，ペクト Iり合わせ努力が効を奏すれば
くハイプリッド型カルチュア＞ ＜問題解決型カルチュア〉が次第に形成され現
地人材水準の上方移行を招来するのである。その過程において一方は定着性
が高まり，他方は移動が多くなる傾向が現れ，時には賃金格差を生み，かく
て両者の間にカルチュア創出における乖離現象が現れることになる。
5. 結論
本稿では，筆者が1986~1987年に直接，訪問調査した事業所の中から，米
国各地， メキシコ，＇カナダ， ヨーロッパで操業している日系製造業の現地事
業所30を対象に，前提とする『国際生産』成功の主要条件の一つである「新
カルチュアの創出」について，まず第2節において各事例をカルチュア創出
の要因系統的に評価し，次いで第3節においてその評価結果の層別解析を行
った。
その結果，一つの仮説として「国際生産における新カルチュアの創出は，
「国際生産」における新カルチュアの創出と生産技術（藤田） （605)邸
く事業計画〉とく現地生産技術一硯地人材〉の水準によって基本的に規定され
る。」ということができた。
次の第4節では，この仮説について事例の内容に照らして検討した。
（事業計画〕要因群について検討した結果は，「失敗のケース」層および
「かなり問題のあるケース」層のプロフィルにおいてボイントを下げている
事例の内容がいずれも例外的なものであることが分かった。筆者の「経営限
界要因」を含めその後多くの情報が蓄積されているので，今後は余程杜撰な
事業計画か予測不可能な事情の発生でもない限り，極端な失敗事例の発生は
考えにくい，「上位層に属する事例での確腿」においてもこの要因について
例外的な内容のものはなかった。
（現地生産技術〕要因群では，すでに仮説設定段階で捨象した（硯地環境
・変化〕要因群の評価においてポイントを下げている事由が原因となって生
産技術水準を下げているケース，およぴ（事業計画〕要因群の劣位評価事由
が尾を引いてレベルが上がりにくいケース，の他は単純に生産技術水準が低
いケースであった。上位二層では本格生産準備期の一社以外はすぺて高い水
準にあった。
（現地人材〕要因群についてポイントを下げている事例を見た結果，いず
れも直接間接あるいは程度の差はあるにせよ，地道な生産技術展開による休
質改善と生産安定化によって「ペクトル合わせ」に出発するカルチュア創出
が期待される状況にあることが分かった。上位層においては各事例が示すよ
うに顕著な形で，現地人材を組み込んでの生産技術努力による＜ハイブリッ
ド／問題解決型カルチュア〉の創出が確恩された。
また，視点を変えて「同一地域」の上位例と下位例を比較した結果，表面
的には「硯地人材」要因群と「硯地生産技術」要因群についての明らかな格
差が看取され，しかし，内容的には「硯地生産技術」要因群が主導的に作用
していることが分かった。これは単純に比較できる同一地域の場合であった
が，実はこれらの現象は，これまで述べてきたことから類推されるように，
一般に上位と下位の事例を比較考察するとき，明らかに隠められるものであ
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る。上位事例で特に現地人材とともにプロセス開発まで進むような場合には
一層確固たるカルチュアが形成され下位層との格差はさらに広がる。生産技．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
術は生産の安定化・高度化という形で直接的にカルチュア創出の基盤となる................................ 
だけではなく，硯地人材を組み込んだ組織的展開， 日々の問題解決を通じて................................ 
のく積み重ね的革新〉が実は新しいカルチュアの創出そのものであるという............................... 
意味を加え，二重の意味でカルチュア創出を保証する役割をもっている。
以上から，仮説に示したく事業計画＞要因群は「他の要因が例外的水準に
ない限り」と但し書きを付けることによって外すことが出来，また＜硯地生
産技術一現地人材＞要因群については多くの例証から，＜硯地人材＞要因群は
く現地生産技術＞要因群に従属することが分かったので，先に提起した仮説....... 
を修正し，結論として［他の要因が例外的水準にない限り「国際生産におけ............................. 
る新カルチュアの創出は，現地生産技術の水準によって規定される」Jとす
ることが出来る。
本稿では『国際生産』，とくに日系企業の海外生産を成功に導く主要条件
としての「新カルチュア創出」を生産技術との関係において考察した。その
新カルチュアはいわゆる企業文化の一環として， そのサプ・カルチュアであ
ると同時に，現地の地域カルチュアのサブ・カルチュアでもあり，日本国内に
新拠点を設ける場合と大きく異なる。この課題を「国際生産の成功とは何か，
どう在るべきか」の視点から解明するためには，なお多くの問いかけ，多面
的な考察が必要である。それらはある意味で日本的経営／生産方式へのグロ
ーバルな視点からの問いかけでもある。それらの中で直接，本稿の主題に関
連する「組織的融合」や「積み重ね的革新」などについては稿を改め次の機
会に譲ることにしたい。また，今回はエンジニアリング・アプローチないし
はコンサルティング・アプローチに則って要因系統的に考察したが，次の機
会には現象あるいはそれらの特質の類型的考察も試みたいと考える。
「国際生産」における新カルチュアの創出と生産技術（藤田） （607)87 
注記
(1) 本稿は組織学会平成元年度研究発表大会（於奈良大学平成元年6月18日）にお
ける報告をもとにしたものである。
(2) ここでの「カルチュア」は，一般的な「行動と思考の様式」の意味で用いる。
例えば Newman/Summerが「Menlive and work together. Their relation-
ships soon result in patterns of behavior and belief; social scientists call 
al such patterns "cultures". Every enterprise developS, within the broa-
der national culture, its own "subculture"-that is, the beliefs and patterns 
of conduct that are associated with living and working together in that 
company.」（TheProcess of Management, Prentice-Hall, 1961, p.138) と
述べている意味合いに於てである。なお，企業文化は，複合多層の上位／下位カ
ルチュア（階層構造）を持つとの立場をとる。
本文で，「企業文化」としなかったのは，本稿の主対象となる「事業所」のカ
ルチュアは当然，その事業所の属する企業全体のサプ・カルチュアを持つととも
に，その地域等のサプ・カルチュアである部分も併せ持っている関係上，混同を
避け，その事業所（組織単位）のカルチュアを主体的に扱いたかったからであ
る。
(3) ほぼ隔週に開かれ，実質的には日本研究の湯であった。例えば，東海岸のハー
バードや MITからの参加者を含んだ，かなり広範囲の日本研究者・実務家がス
ビーチをしてはディスカッションする形式で，経営や技術，経済，日米関係等に
隣する実質的論議が中心であった。中には MITの SharonTraweekのように
「日本の研究開発体制はセクショナリズムが強く大したことはない」と報告し
て，多くの参加者から「それは出来立ての官製プロジェクトだからだ。大企業の
中央研究所を調べてみろ，研究開発体制は凄いぞ」と攻撃される一幕もあった
が， CAL.Stete U.の MarkFruinのように，東芝・柳町工湯の現場に数カ
月も入り込んで「根回し」をはじめ日本式経営の硯場レペルでの実態を調査して
きた報告など真剣なものが多く，日本人学者以上に日本を具体的に知りだした感
があった。
(4)藤田「「国際生産」をめぐる諸問題」日本経営学会第62回大会報告要旨1988,他
(5) 現地日系企業幹部から「壁にぶち当りました」「経営努力の限界です」という言
葉をしばしば耳にした。例えば，鋼線の直径が同じ束の中でも変動するという日
本では考えられない事由のため，最新鋭の自動機が使えない，など，その内容の
大半は，日本国内と全く異質のものであった。そのような意味を持つ言葉とし
て，「経営努力の限界」を縮め（経営は一種の努力であるから）「経営限界」とし
た。「管理」としなかったのは，すでに「管理限界 controllimit」という言葉が
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定着し別の意味で使われているからである。
「飽和型」は努力を加えてもレベルが上がらなくなる（解決できなくなる）状
態をいい，その水準は限界要因，経営努力のほか，業種，組織的経験，限界の内
容等により相当に変化する。
「帰無型」はレペルを上げようと努力を加えることにより，かえってレベルが
下がり，時には振出しに戻る状態をさす。納期や品質を厳しく言って納入業者に
見限られるなどの逆選別のケースも含まれる。名称については初め，金属が応力
を受けて弾性限界を越え，正常な弾性を失う点，「降伏点yieldpoint」にならっ
て降伏型あるいは yield型を考えたが，途中レベルまでの後退を説明しにくいの
で帰無仮説の「帰無」を借りた。
(6) 先に「国際生産」を説明した際「グローバルな生産オペレイション」という
表硯をしたが，その場合のオペレイションは企業レペルでの「目的的直接具休行
為」である「事業」を指している。それに対し，この個所では製造事業所，つま
り工場レベルでの「目的的直接具体行為」である「作業的活動」を指す。
アンソニーの分類（高橋訳「経営管理システムの基礎」ダイヤモンド社，1968,
pp.30~24)を借りて説明ずれば，ここにいう「作業的活動」とは，彼が区分の
前提とする「作業」に，「オペレイショナル・コントロール活動」および「マネ
ジメント・コントロール活動」の一部を加えたものを指すことになろう。操業の
初期段階には異常や例外的硯象が続出するので，それらが解決され，次第にコン
トローラプルな範囲に落ち着くまでは，上記諸活動（諸機能）は混然しかも刻々
と変化する流動的な状態にある。
カルチュア創出も，そのような状況では何よりもまず，付加価値の源泉である
「作業」システムの安定に即して考えられるから，オペレイショナル・コントロ
ールや，マネジメント・コントロールの活動が，作業システムの効率的な働きを
確保するための「副次的存在 supportingfunction」として機能しつつ／engi-
neering機能が control機能を主導しつつ（システム導入初期の導入安定努力
あるいは問題解決は engineering機能の一部である），次第にそれぞれの在るべ
き階層的位置（安定した状態を想定した概念モデル上の位置）に収飲していく，
といった立ち上がり段階（あるいは大幅な変更段階）特有の状態を前提として，
作業的活動の目的的ペクトルに即したカルチュア創出であるかどうかの視点から
判断されなければならない。海外の場合，概ねコントローラプルな状況に達する
までには，高度に自動化／装置化されている場合は別として，一般に，立ち上が
り（大幅変更）時点から数力月～数年を必要とする。
経営限界課題や，短ライフサイクル，製品変更などにともなうシステムの大幅
変更が続くようであれば，相当期間，エンジニアリング／専門スタッフ主導型の
態勢がむしろ常態となることもあり得る。 30年近く前，ガディス (P.0. Gaddis) 
「国際生産」における新カルチュアの創出と生産技術（藤田） （609)89 
が「硯在はすでに，マスプロの時代でなく，多量エンジニアリングの時代であ
る。次々と変わる環境条件や製品に対応するための多くのエンジニアリング活動
が必要とされる。」と問題提起した重みを改めて感じる (P.0. Gaddis, The Age 
of Massive Engineering, Harvard Business Review, Jan. -Feb. 1961, pp. 
138~145.；藤田「生産効率化への若干の考察ートヨタ生産方式を中心に（3)」，関
西大学商学論集，第28巻第2号，昭和58年， p.50.）。
なお，ベクトル (vector)は「方向性を持った力／作用」，ベクトル合わせは
「人々あるいは組織単位間の努力の方向性を揃えること」の意味で用いる。
(7) 軍事など特別の場合を除いて，エンジニアリングは「経済的システムの設計」
を共通の属性とする（藤田「新版 IEの基礎」建吊社， 昭和53年， pp.V,1~6. 
他）が，ここにいう「設計（デザイン）」は，全く新らしい着想を具現化するケ
ースから，硯在機能中のシステムの改善／現システム固有の問題解決といったケ
ースまでを含む概念であり，エンジニアリングは「常に，最適な（より良い，ょ
り経済的な）システムを追求する」立場をとる。また，その目的性から，システ
ム的接近もエンジニアリング・アプローチに内包されるが，その一つの特徴は，
常に「階層構造的発想」を持ちながら対象を理解しようとするところにある。
（注(2)に触れたカルチュアの階層的理解もこの発想による）
従って「要因を分析し，要因系の吟味を通して物事を見る」ことはエンジニア
リング・アプローチの基本であり，問題意識を持って絶えずより良いシステムを
追求しようとする立場をとる者にとっての要件となる。筆者があえて複雑・煩瑣
な要因系の評価をとりあげたのも，より良い国際生産より良い新カルチュアの
創出を願っての Socialな Engineering行動（自然科学と社会科学の境界領域
にある，ないしは社会科学系のエンジニアリングの意。 IndustrialEngineering, 
Management Engineering等の“管理的'’エンジニアリングはこの範疇に入
る。）を旨とする立場からのことである。
(8) 「生産技術」は一般に ProductionEngineeringの訳語として理解されること
が多いが， IndustrialEngineeringゃ ProcessEngineeringの訳語として用い
られることもある。また， ProductionControlや ProcessControlのニュアン
スが入ることもあるし「生産工学」という用語と重なり合う場合も多く，さらに
自動化，情報化， FMS化などの進展により一層複雑になっている。一方，産業
界では包括的に「生産技術」を位置付ける企業もあれば，同じ業種でも「生産技
術」と「製造技術」を並列的に区分している場合もある。このような事情から，
以前はほぽ統一的に「生産技術」を用いていた筆者も，数年前から専門的には，
inputを outciputに変換する過程に直接かかわる固有技術を，限定的に「プロ
セス技術」と呼ぶことにし，「製品技術」及び「管理技術」との区別を明確にす
ることにしてきた。前述の「国際生産」成功主要三条件の説明において，「製品」
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「管理」と「プロセス」を並列させたのはそのような経緯からである。
しかし，ここでは実態調査という性格上，区分や用法に問題があり，やや漠然
とはしているものの，実際の産業界でなお多数の理解を得やすい「生産技術」を
用いた。ニュアンスとしては「プロセス技術に，工程管理・品質管理・設備管理
等，オペレイショナル・レベルの管理技術を加えたもの」の意である。
なお，「サービスの生産」においても本項の理解が同様に成立する。
(9) この種の評価は，直接的には主として，いわゆる「診断技術」に依拠する。そ
のパックグラウンドとして，高度の専門知識と訓練・経験（資格）が要求される
ことはいうまでもない。
「経営診断」「企業診断」などの用語は医学用語の「診断」になぞらえて使わ
れ， ManagementConsultingゃ BusinessConsultingなどの訳語として一般
的に定着している。しかし，本来は diagnosisが「診断」であって， consulting
の出発点である事実認識・判断評価行為を指し，それは consultingの一環とし
て行われるものであるから， consultingを「診断」とする日本語の（日本での）
用法は正確ではない。「診断」という言葉はまた， aftercareや関連する教育・
訓練まで包括して使われることもあり，場合によって意味を確認する必要があ
る。
厳密な， diagnosisの意味での「診断」にはその性質上，高い客観性が要請
されるのに対し， consulting行為の全体，特に助言／勧告・指導には consul-
tant/consulting teamの人格が投影されるので（日本の公的診断では診断の種
類により，特にいわゆる政策診断においては客観性，公平性が重んじられ，しば
しば非人格的・非個人的であることが要求されるが）， 両者が共に「診断」とい
う名称を用いることは「客観性」の点でも誤解を招く恐れがある。
そのような diagnosisないし consultingを行う専門職について触れると，経
営の理解，経営診断の倫理・方法論，育成など professionに関する部分につい
ては長らく，米国の ACME(Association of Consulting Management Engi-
neers)を範とする形で考えられてきた。 ACMEは，例えばマッキンゼー，カー
ネイ， メイナードなど，一流のコンサルティング機閲しか会員とせず，著名な倫
理綱領を制定・遵守してその高いステイクスを保ってきたからである。
その権威ある団体の名称が managementconsultant ではなく consulting 
management engineer(s) となっているところに歴史的背景が寮えるわけで，
"ACME"の名が体を表すように， managementconsultingは professionとし
ての歴史的経過から engineeringapproachを行動の基本においているのであ
る 。．
ウォーカー (P.F. Walker)が “ManagementEngineering" (McGRAW-
HILL)を主張したのは1924年であった（藤田「生産管理とその問題点及び対策」
「国際生産」における新カルチュアの創出と生産技術（藤田） （611)91 
大阪府立産業能率研究所創立35周年記念論集， 1960,pp. 53, 65.）。 また， 1910
~20年代の IE関係専門誌の執筆者肩書きには，テイラー， ギルプレス，ガン
ト，エマーソン等の活躇を受けて確立された専門職の人々が．例えば企業内の専
門職が IndustrialEngineerを名乗れば，企業外の専門家（つまりコンサルク
ント）は “Professional” を冠して ProfessionalIndustrial Engineerと名乗
り，さらに一部の人達が ManagementEngineerと名乗りだしたなどの推移が
見られる。このことについては TopManagement Handbook (McGRAW-
HILL, 1960)の編者としても知られ ACMEの会長を務めたメイナード (H.B.
Maynard)が TheEncyclopedia Americana（例えば1956年版）の lndust-
rial Engineeringの項において言及しており，メイナードの下で指導を受けて
いた筆者も，その経過が ACMEの名称に結ぴ付いていることを直接聞かされて
いる (1960年）。また・ニューマン (W.H. Newman, コロンビア大学教授の前
に ACMEのスクッフであった）も同様の見解であった (1970年面談時）。要因
系の吟味を重視する engineeringapproachはそのような managementcon-
suitingのバックボーンとなっているのである。
次に，コンサルクントの格付けについてであるが，個人レベルでの「clientの
再来性」などを含め．能力を総合評価し格付け（肩書きを付与）するわけである
が，個々の機関での格付けや肩書き名称は多岐にわたる。しかし，その基本には
かなり普遍的な概念的枠組みとして， ACME流の Principal, Senior Consul-
tant, Junior Consultantの3段階に分けて考える考え方がある。この場合，ジ
ュニアの条件は，経営の特定分野にプロフェッショナルなスペシャルティを持っ
ていること，シニアは加えて，経営の異なる分野にも幅広い理解を持っているこ
と，プリンシバルはさらに一流の経営者を相手にしうる高い識見を持っているこ
とが必要条件であるとされる。もちろん，ジュニアであっても表硯力，説得力等
の必要な資質を備えていることが前提となることはいうまでもない。
資質の一つの側面に専門的資格がある。日本では中小企業診断士，技術士．公
恩会計士などの国家資格と経営士など専門団体の認定資格がある。中小企業大学
校や日本生産性本部の専門コース（ともに1年）等，その修了が評価されるもの
もある。そのほか規模の大きい診断機関ではそれぞれ内部で資格ないしは評価シ
ステムを持っている。ところで， 日本は先進国に例の少ない公的診断制度を持つ
国であり，ある範囲の診断には国家資格が必要となる。国家資格の中小企業診断
士の場合には表彰制度があり一種の格付けとなっている。各種通産局の局長表彰
に始まり，中小企業庁長官表彰，通産大臣表彰と順次，相当の評価を受けた優良
診断士が表彰される仕組みである。前二者は毎年の表彰であり相当数に上るのに
対し，大臣表彰は5年に一度であってこれまでの総数も数十人にとどまる。
さて，診断能力の涵養という点であるが， diagnosisの客観性ひいては科学性
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という点でも望ましいのは，異なったスペシャルティを持つ専門家のチーム編成
によるコンサルティング経験を積むことであり，大学や総合病院における医師の
練成と似た面を持つ。チームの長（班長）は規模にもよるがシニア・クラス以上
があたり， diagnosisの的確性を含め consulting全体を調整統括するが，班長
経験もまた，特に初期において，高度の成長に寄与することは論を待たない。
より実践的な意味で， diagnosisの客観性や整合性を高めるための方法論の一
つにマニュアル／診断要領類の整備がある。（品質管理の審査等における「審査」
要領もそれらに準拠したものが多い。）それらは， ACMEのコンサルティング機
関のように「徴候と診断」のマニュアルを（秘）扱いにしているケースから，日本
のように中小企業庁・事業団や公的機関がオープンにしているケースまでさまざ
まである。例えば，大阪府立産業能率研究所では高度成長期に，民間診断士の練
成のために蓄積を公開し交流・標準化を図ったり，業種別自己診断手引きの作成・
公開を行いコンピューク化に着手したり（最初のシリーズは SMDS: Simplified 
Management Diagnosis Systemと名付けられた）などしたが，当然，それら
の前提として，あるいはそれらの過程を通じて， インクーディシプリナリな視点
を加えての標準化・客観化も進められた。その後，診断のコンピューク化は広く
一般化しているが，今後はさらにエキスパート・システム化やファジィ理論の応
用などが進むであろう。蓄積された知見がそのような方向に集約されることによ
る一層の高度化が期待されている。
